
第７７２回宮城県教育委員会定例会日程

日 時：平成２０年３月１４日（金）午後３時から
場 所：教 育 委 員 会 会 議 室 （ 県 庁 １ ６ 階 ）

１ 出 席 点 呼

２ 開 会 宣 言

３ 第７７１回教育委員会会議録の承認について

４ 第７７２回教育委員会会議録署名委員の指名

５ 教育長報告（一般事務報告）
（ ）(１)平成２０年度宮城県教育施策の基本方向について 教 育 企 画 室

(２)県立高等学校図書館司書を図書館専門職員「学校司書」として，現在の公立学校事務
「 」 （ ）職員から独立させて 司書資格者 の採用を求める請願書について 総 務 室

（ ）(３)高校普通科の通学区域に関する請願書について 教 育 企 画 室・高 校 教 育 課
(４)特別支援学校に勤務する妊娠者に対する代替配置を要求する請願書について

（ ）教 職 員 課
（ ）(５)宮城県社会教育委員の会議意見書について 生 涯 学 習 課

６ 専決処分報告
（ ） （ ）第３１７回宮城県議会議案 追加提出分 に対する意見について 総 務 課

７ 議 事
（ ）第１号議案 教育功績者表彰について 総 務 課

第２号議案 平成２０年度教科用図書選定審議会委員及び専門委員の人事について
（ ）義 務 教 育 課
（ ）第３号議案 宮城県文化財保護審議会委員の人事について 文化財保護課

（ ）第４号議案 職員の人事について 総 務 課・教 職 員 課
（ ）第５号議案 宮城県教育委員会教育長の任命について 総 務 課
（ ）第６号議案 宮城県教育委員会行政組織規則の一部改正について 総 務 課

第７号議案 教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部改正について
（ ）総 務 課
（ ）第８号議案 学校教育法施行細則の一部改正について 総 務 課

第９号議案 宮城県教育委員会に属する職員等の自己啓発等休業に関する規則について
（ ）教 職 員 課
（ ）第10号議案 指導力不足等教員の取扱いに関する規則について 教 職 員 課

第11号議案 県立学校の管理に関する規則の一部改正について
（ ）教 職 員 課・高 校 教 育 課

第12号議案 県立高等学校の授業料の減免等に関する規則の一部改正について
（ ）高 校 教 育 課
（ ）第13号議案 小規模校の再編について 高 校 教 育 課

８ 課長報告等
(１)県立高等学校通学区域の全県一学区に係る周知・広報に関するアンケート調査及び平

（ ）成２０年度の取組について 教 育 企 画 室・高 校 教 育 課
（ ）(２)教育・福祉複合施設整備に係るＰＦＩ事業について 教 職 員 課
（ ）(３)平成２０年度宮城県公立高等学校入学者選抜に係る一般入試について 高 校 教 育 課

９ 資 料（配付のみ）
（ ）(１)平成１９年度公立高等学校みやぎ学力状況調査結果について 高 校 教 育 課
（ ）(２)第６３回国民体育大会冬季大会の結果報告について スポーツ健康課

10 次回教育委員会の開催日程について

11 閉 会 宣 言
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第７７２回教育委員会定例会会議録

平成２０年３月１４日（金）午後３時から１ 招集日時

教育委員会会議室２ 招集場所

大村委員長，櫻井委員，山田委員，佐々木委員，小野寺委員，３ 出席委員

佐々木教育長

４ 説明のため出席した者

三野宮教育次長，菅原教育次長，佐藤参事兼総務課長，

， ， ， ，伊東教育企画室長 氏家福利課長 安井教職員課長 村上義務教育課長

伊藤特別支援教育室長，高橋高校教育課長，氏家施設整備課長，

菊地スポーツ健康課長，武田生涯学習課長，真山文化財保護課長ほか

午後３時５ 開 会

６ 第７７１回教育委員会会議録の承認について

委 員 長 （委員全員に諮って）承認。

７ 第７７２回宮城県教育委員会定例会会議録署名委員の指名，議事日程について

委 員 長 櫻井委員及び小野寺委員を指名。

議事日程は配付のとおり。

８ 教育長報告

（１）平成２０年度宮城県教育施策の基本方向について

（説明：教育長）

「平成２０年度宮城県教育施策の基本方向について」御説明申し上げる。

これは，県教育委員会が平成２０年度に重点的に取り組む施策の具体的な方向性を明ら

かにするため策定したもので，平成１７年度から作成している。

表紙の裏面に目次があるが，内容としては 「趣旨等 「平成２０年度における教育施， 」，

策の基本方向 「平成２０年度に重点的に取り組む施策・事業」の３つの章立てで構成し」，

ている。

２ページをお開き願いたい。ここから１１ページまでは，本県教育の現状と課題につい

て記述し，これらの状況を踏まえ，１２ページにおいて「平成２０年度における教育施策

の基本方向」を示している。

来年度の基本方向として，学校教育に特に注力することを明確に打ち出した上で 「学，

力の向上」に重点を置き 「豊かな心 「健やかな体の育成 「教員の資質向上 「家庭， 」， 」， 」，
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や地域の教育力の向上」に取り組むこととしている。

この基本方向を具現化するため，１２ページの下，(１)の「着実な学力向上と希望する

進路の実現」から２０ページ(６)の「生涯学習社会の確立とスポーツ・文化芸術の振興」

までの６つの柱の下で，具体的な施策，事業を実施していくこととしている。

それでは，平成２０年度における取組のポイントを中心に御説明申し上げる。

まず，資料１を御覧願いたい。

現状として，学校教育では，小・中学生の全国学力・学習状況調査での結果や，大学等

への現役進学達成率，高卒者の就職決定率の低迷とともに，家庭・地域・学校等による協

働の仕組づくりや，学校サポート体制の整備，高校の特色ある学校づくりの推進など，教

育環境整備が求められている状況にある。

また，社会教育においても，家庭や地域の教育力の低下が指摘されていることから，家

庭・地域・学校の連携強化が必要な状況にあり，地域の文化芸術では，文化遺産や文化財

を後世に伝承するとともに，老朽化する文化財の保存・修復が急ぎ必要な状況にある。

このような現状を踏まえて，特に平成２０年度の取組のポイントである六つについて御

説明申し上げる。

図の左下，１点目は「学力向上」の取組である。

新たな取組として，全国学力・学習状況調査の結果に基づき，学校に対する教科指導を

中心とした支援を行うため，県指導主事がチームを組み，学校毎に１年間継続して学力向

上を支援する「学力向上サポートプログラム事業」を実施するとともに，学力向上に向け

た改善を行う学校の支援等に取り組み，個別・継続・直接的に学校を支援する。

２点目は 「ものづくり人材の育成」である。，

これは，本県における就職・雇用環境の変化への適切な対応が必要なことから新たに取

り組むもので 「ものづくり実践力向上支援事業」として，県立の工業高校において，企，

業ＯＢ等の熟練技能者による実践指導や最新機器の導入を行うほか，新たに高校教員を企

， ，業に派遣し最新技術を習得させる研修を行うなど みやぎ発展税等を財源として活用した

ものづくり人材の育成に，取り組んでいくものである。

３点目は 「全県一学区に向けた対策の充実」である。，

平成２２年度入試からの学区撤廃に向けて，新たに「全県一学区導入円滑化事業」を実

施し，生徒が適切に学校選択できるよう，高校情報の提供の充実を図るとともに 「個性，

かがやく高校づくり推進事業」や「進学指導地域拠点形成事業」を実施し，魅力ある学校

づくりの一層の推進を図ることとしている。

４点目は 「学校を支援する体制づくり」である。，

これは，学校，教職員の多忙化が指摘される中で，学校単独では対応しきれない事件・

事故，さらには苦情対応や個人情報の流出等，学校責任を問われるような諸課題に迅速か

つ的確に対応するため，教育庁内にサポート組織を設け，学校経営を支援していくもので

ある。

また，教育の多様化への対応や学校の活性化等を図るため，外部人材である優れた社会
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人を特別非常勤として活用する外部人材活用事業を拡充するとともに，中学校区単位に地

，域全体で学校を支援する体制づくりを進める学校支援地域本部事業に新たに取り組むなど

学校を支援する体制づくりの充実に取り組んでまいる。

５点目は 「松島の歴史文化を世界に発信する，世界遺産登録への取組」として，貴重，

な文化遺産を保存管理し，地域の資源として活用を図るとともに，優良な文化財を世界遺

産として保存していくため，世界遺産登録推進事業及び瑞巌寺修理補助事業を新たに実施

するものである。

６点目に，本県教育施策の総合的かつ計画的な推進を図るため教育基本法に基づく教育

振興基本計画と，平成２３年度以降の県立高校の在り方を示す新たな県立高校将来構想の

策定に着手するものである。

以上，平成２０年度の教育施策の基本方向の中でも，特にポイントとなるところを御説

明申し上げた。

なお， 資料２として，平成１７年度以降，重点的に取り組んでまいった施策の推移を

表す資料を作成したので参考に御覧願いたい。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

櫻 井 委 員 教育長に質問がある。去年に比べてどこに力点を置いたのか。特に，毎年

教育委員として拝見しているが，ここに変遷ということで書いてあるが，い

つも，その一つ一つはなるほどというものが見えているが，教育長がいまの

職に就かれた２年間，非常に宮城県の教育は危機的状況が悪化したと思って

いる。この任務に就かれた２年の間に方針として，こういうところに特に力

を入れたいというものが，毎年拝見していてここぞというものが見えてこな

いというのが私の印象である。教育長自身としては，２年間の経験の中で特

にこれからの宮城県の教育，特に２０年度の教育の中で力を入れたところを

もう少し具体的に教えていただきたい。

教 育 長 ただいま御説明申し上げたとおり，平成２０年度に取り組むポイントとし

て６項目あげている。これを重点的に取り組んでまいりたいと考えている。

学力向上，発展税等を活用したものづくりの人材の育成，全県一学区に向け

た対策の充実，学校を支援する体制づくり，世界遺産登録への取組，本県の

教育の将来を展望する長期計画の策定に着手，こういった六つのポイントが

， 。あり 正にこれが平成２０年度の取組の重点的なポイントだと認識している

櫻 井 委 員 特にこの６点の中でもここぞというところを，２年間の経験の中から危機

的に思っているところを教えていただきたい。

教 育 長 やはり学力向上，特に基礎・基本を身に付けるという点を重点的にもちろ

ん進めたいと思うし，最後にあるが，本県の教育の在り方展望ということで

大きな計画を２本策定する予定としている。教育振興基本計画と新県立高等

学校将来構想が非常に大きな計画であるので，これを２年かけて取り組んで
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まいりたいと思っている。

小野寺委員 新年度の施策については前回説明していただいた。いろいろ意見があった

中で資料１で見やすいかたちで整理されたと思う。それで，教育行政につい

てはかなり幅広い部分があり，しかも厳しい財政事情を背景にだいぶ国の施

策と連動しながら知恵を絞られたのではないかと思う。やはりこの施策を市

町村，学校に浸透して協力・連携しながら実効性のあるものをやっていくこ

とだと思う。

それでいくつか伺いたいが，教育の課題が様々ある中で，いま大事なこと

の一つは，教員の定数改善があると思う。それに関する施策は，このポイン

トのところには，④の「学校を支援する体制づくり」に 「小中学校外部人，

材活用事業」の一つだけ出ている。別な方を見ると１６ページに「学級編制

弾力化事業 ，関連するものとして④にあげられている外部の人材を活用し」

ていこうというものがあると思うが，定数改善はいま申し上げたように厳し

い財政の中で難しいところがあると思うが，文部科学省も何とかしないとい

けないと言っている。定数改善がなかなか見えないが，どのように進んでい

るのか，あるいは進もうとしているのか，その辺りについて伺いたい。

， 。それから ２点目として学力向上が最重点課題として位置付けられている

義務教育課を中心に努力されていると思う。ただ，本日 「学力向上サポー，

トプログラム事業」と「小中学校学力向上推進事業」の２点が示されている

が，これだけではないと思う。これだけではどうなのかと思うところがある

ので，もしもう少し力を入れている点があれば教えていただきたい。

それから，３点目であるが，ポイントの④でいま学校や市町村の教育委員

会では生徒指導上の深刻な問題とか，あるいは保護者会の中で学校や地区で

は対応が困難な問題が出ている。去年も申し上げたと思うが，相談窓口や支

。 「 」援策を打ち出す必要がある そのために 時代に即応した学校経営支援事業

が対応事業として出ていると思う。そこでこの中身について伺いたい。要す

るに現場が利用しやすいものでないと駄目だと思う。例えば，窓口に相談す

るとその学校に問題がありそうだというふうに解釈されれば，なかなか利用

できない。良い制度を作ったとは思うが，その辺の中身について簡単でよい

ので教えていただきたい。

教 育 長 定数改善の点であるが，もちろん生徒に向き合う時間を確保するという意

味では定数改善を求めていきたいと思う。我々としても国に対して第８次の

定数改善計画を本来であれば作ってもらいたいと思っているが，国の情勢も

厳しいということで延び延びとなっている。国に対しては第８次の改善計画

を早急に策定するよう強く要望している。

それから，学力向上の問題については，これだけではもちろんなく，後で

補足するが，いろんな取組をしている。正に総合的な対策というかたちで考
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えていかなければならない施策だと思ってる。

それから，学校支援の「時代に即応した学校経営支援事業」の中身である

が，正に学校をサポートする体制づくりというか，事故・事件が発生した場

合の対応として危機管理の一環ではあるが，なかなか対応が難しい事案が非

常に多くなってきているということで，教育庁内に支援チームをつくり，必

要であれば外部の有識者，弁護士等の専門家をいろいろ配置して直接学校を

支援していこうということで考えている。これも正にニーズに対応した施策

だと思っている。

あと教育企画室長から学力向上について説明させる。

教育企画室長 学力向上推進に向けた取組ということで，資料１には新規事業を二つ記載

させていただいたが，全体像ということで本編というか，教育施策の基本方

向（案）の１４ページを御覧願いたい。こちらに学力向上のための施策を図

で整理している。まず，学力調査によって学力の的確な把握と分析をした上

で，三つの柱と言っている「教員の教科指導力の向上 「児童生徒の学習」，

習慣の形成」ここは学ぶ意欲を高めていくことを含めている。それと「教育

環境基盤の充実」という三つの柱で施策を進めているところである。新規に

ついては，資料１のとおりであるが，いままでの継続ということでのメニュ

ーとなるが 「教員の教科指導力の向上」では「学力向上成果普及マンパワ，

ー活用事業」等も引き続き行う。また，高校では「学力向上ステップアップ

事業」ということで，アクション校として地域で指定して授業公開しながら

その地域皆で校内研修等を行いながら授業改善を図っていくというような事

業も引き続き行っていく。また，ここに来年度から強化させていただこうと

考えているのが，校種間連携ということで，高校を核として地域全体で学力

向上ということで中学校などにも呼び掛け授業改善をやっていくというよう

な取組も着手して強化していきたいと考えている。いろいろあるが，継続を

しながら総合的な対策として進めてまいりたいと考えている。

義務教育課長 ３点目の生徒指導上の関係については，問題を抱える子どもの自立支援や

教育相談体制の充実を図ってまいりたいと考えている。資料は１５ページを

御覧願いたい。下の方にあるが，まず 「中学校スクールカウンセラーの配，

置 「子どもと親の相談員等の配置 ，その一方で「問題を抱える子ども等」， 」

」 ， ，「 」の自立支援事業 や 右側となるが 教育事務所専門カウンセラーの配置

「 」， ，と 在学青少年育成員の配置 これらを窓口として学校の指導体制の充実

あるいは問題行動等の未然防止，早期発見，早期対応，さらには学校と関係

機関との連携強化を図りながら，豊かな心と健やかな体の育成を努めてまい

りたいと考えている。

佐々木委員 いろいろと良い計画が沢山出ており，素晴らしいことだと思うが，私が一

番聞きたいのは，宮城県が順位付けで下のほうになっていたということは，
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これがすべてではないともちろん誰でも考えることだと思う。だけども，や

はり県民の皆様が全国レベルに比べて，宮城県の学力，子ども達の学力が低

位のほうであったということは衝撃的であったし，何とかして欲しいという

希望を持っていると思う。結局，教育委員会としてその辺の原因，何が他県

に負けた原因だったのかということと，素晴らしいことはどこの計画書でも

出てくると思うが，そうではなく，取りあえず宮城県としては一番問題にな

っているというか，解決しないといけないことは何なのかと思ったのかを伺

いたい。要するに宮城県が競争力で負けていたということの一番の原因がど

ういうことだったと分析しているのかと思った。そして最初に解決しないと

いけない最初の山は何なのだろうということである。もちろんこのすべてが

達成されていけば素晴らしいと思うが，まず乗り越えなければいけないこと

は何なのだろうと考えているのかと思ったが，いかがか。

教 育 長 学力状況調査の結果を見ると，基礎・基本の定着については概ね全国の比

率と比べてあまり差がないという結果であったが，それを活用する力が弱い

のではないかということであるので，そういう点にもう少し力を入れていか

なければいけないと考えている。そういう意味で教員の教科指導力の向上と

いうことが，やはり重点的に取り組んでいくべき課題ではないかという気が

する。そのために小中学校を支援するチームをつくり，徹底して指導力の向

上を図ってまいりたいと考えている。

山 田 委 員 これまで委員会の中で，度々教員の資質の向上ということを議論してきた

し，最近，毎月のように職員の不祥事が出てきている中で，この一覧表を見

る中からは，それらの資質の向上に対する取組があまり見受けられない感じ

がする。その辺の来年度の取組についてはどう考えているのかを伺いたい。

教職員課長 教員の資質向上についてのお尋ねであるが，教員の資質の向上，指導力の

向上については，先ほどの教育長説明のとおり学力向上をはじめとする教育

活動の一番根底の基礎の部分だと思っており，教育委員会としても力を入れ

ていかなければいけないことだと認識している。各種の研修事業について，

教員もライフステージに応じて体系的な研修機会をこれまでも整備していた

ところであるが，来年度に向けては，新たな事業として，配布している資料

１の「学力向上サポートプログラム事業」については，各学校現場でいろい

ろと教育課題に対応しておられる先生方に対して現場の教育実勢に則したか

たちで，いろんな校内での研修とか，また，教育活動の向上に向けた取組と

いうことを教育委員会としても支援していくことが大事ではないかというふ

うに考え，いろんな教育課題の解決，あるいは教員研修に知見を持っている

教育研修センターも本庁の指導主事とともに協力しながら学校内でのいろん

な研修等も支援する体制を強化したいと考えているところである。また，資

料１の②「発展税等を活用した，ものづくり人材の育成」の一番下に「産業
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人材養成教員派遣研修事業」というものがあり，こちらも新規事業である。

来年度以降，発展税を活用した事業ということで，工業の分野でものづくり

の重要性がよく言われているが，専門の分野の技術ということが重要である

ので，企業の第一線の産業現場での技術を一定期間，派遣で研修させていた

だきながら，また学校の方に戻って子ども達の指導に役立てていただくとい

うことで考えているところである。

山 田 委 員 もう少し伺いたかったのは，教員の資質向上の中でも不祥事をどのように

防いでいくのかという部分が見えてこないという気がしたが，どうか。

教職員課長 教員の服務規律の確保の問題については，これまでもいろんな処分の案件

がある度に委員の皆様から御指摘をいただき，取組を進めてきたところであ

る。この点については，やはり継続的な取組というものを強化しながら年間

を通して続けていくということが重要であると考え，来年度においては，校

内での服務規律の確保に向けた研修をやっていただくために，県の方でも支

援するために研修会用の指導資料をいま作成調製中である。それを新しい年

度に向けて各学校現場にも配布したいと考えている。また，年度初めの各市

町村，あるいは県立学校の校長の会議において，そういった県の作業も説明

しながら各学校における一人一人の職員の自覚と服務規律の確保に向けた取

組について指導監督を実施していただくよう県からも指導・助言する予定で

ある。

櫻 井 委 員 先ほどの質問と重なるかもしれないが，毎年このようなポイントを出され

ていて感じることは，あれをやりたい，これもやりたい，でも問題として一

番大事なところに限られた予算も使わないといけないし，人材も無制限にあ

るわけでもないのに，毎年いくつかの柱が出てきて，結局どれも達成しない

ままに終わってしまっているということを委員として働いていて感じる。あ

。 ， ， ，あ今年もかと私は思ってしまった それで 県民も 私達のような保護者も

教職員も，やはり何がなんでも危機的状況のここにポイント絞って，お金も

何もかも注ぎ込んで頑張らないと私はこの状況は変わらないと思う。現場に

毎月仕事で行っており，教職員の皆さんの頑張りがなかなか達成できない状

況も知っているし，それから凄い保護者もいて大変苦労している姿も見てい

るし，保護者として自分の子どもの学力が努力しているのになかなか上がら

ないという苦労も知っているし，それを見てきて委員をやって思うのは，お

題目のようにポイントがずっと六つぐらい出てきて，また来年もこれでやり

ますというのを聞いて本当にこんなにできるのだろうかという疑問である。

やはり人間はできることから，まず大事なところから頑張ってこそできるの

であって，あれもやりたい，これもやりたい，例えば，松島の世界遺産登録

が大事なのも分かるが，学力向上と松島と，それから，ものづくりとみんな

やろうとしてもできないと思う。その意気込みを私は教育長に伺いたくて，
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一番目に質問した。もう何が何でも頑張らないと宮城県はここから立ち上が

れない，どうか。

教 育 長 教育というのは間口が当然広く，正に総合的な施策だと思う。そういう意

味で力を入れていきたいところはどこかという点については，先ほど御説明

した点を特に平成２０年度では，重点的に取り組んでまいりたいと思ってい

るところである。教育の関わる所管施策というのは，相当間口が広く，それ

にそれぞれ力を注いで行かないといけないという面があることを御理解願い

たい。

櫻 井 委 員 しつこくて済まないが，今度ポイントを出す時は，もう少し比重をつける

べきだと思う。どれも大事なのは分かるが，やはり優先順位というか，ここ

をというのがもう少し見えるように決めていただきたいと思う。

教 育 長 先ほどポイントを六つほど説明したが，このようなペーパーを出すという

のは初めての取組である。皆さんにも分かり易くということで，資料をまと

めたほうが良いということで，今年初めて作った資料であるので，その点も

御理解願いたい。

委 員 長 一言発言したい。今年度，来年度で長期計画に着手するということで大変

期待しているわけであるが，宮城県でより良い暮らしをみんなが営めるよう

になるためには，教育に期待しなければいけないことがどのくらい大きいか

ということをはっきり出さないといけない。それは教育部局だけの話ではな

く，ここにも発展税の話が出ているが，その関連分野と手を握って地域の産

業分野のことを子ども達にどう伝えていくのか，それをどうやってやるのか

という仕組みをつくりたい気がする。だから，一つはこれまでのずっとやっ

ている教育行政，教育庁でやっているいろいろな仕事があるが，櫻井委員が

発言するようにどの柱で行くのかという辺りはとても大切なことであろうと

私も思うので，その辺はぜひ方向付けをつくり出しながら議論をしていただ

きたいと思っている。この施策の中でどう読み込んでいくのかということで

もよいと思う。発展税を活用した，ものづくり人材の育成という話は，いま

の知事がやっている仕掛けに近いところで新しい雰囲気があるけれども，そ

れ以外にもいろいろ例えば，岩出山で一生懸命に農産物を売ってお母さん達

が地域の産業を興している等の取組がある。こういうものづくりを工学系の

ものづくりばかりでなく，もっと農業，漁業，いろんなものを含めたものを

つくることの大切さみたいな，子どもが地域の中でどう生きていくのかとい

うことを教える仕組みである。それを上手く引き出して欲しいという気がし

ている。もうこれは長い間かかってここまで来ているので，なかなかこれか

らのというと難しいと思うが，ぜひ長期計画をこの２年つくるという時に，

その辺にしっかり打ち込んで欲しいという感じがする。感想みたいな話で恐

縮であるが，回答は不要である。
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小野寺委員 私も委員長が発言された教育の大切さは，未来への投資であるから，宮城

をつくって行く子ども達に投資することであるから，これについていくら強

調しても，し過ぎることはないと思っている。そういう点で部局との関係で

持ってきて今後とも話を続けていただきたい。それから，櫻井委員がずっと

発言してきているが，柱が無いのではないかという点であるが，そういうこ

とは私もよく分かる。ただ，事務局を弁護するわけではないが，去年から見

るとだいぶ宮城の独自色は出たと思っている。やはり国の施策と連動しない

といけない部分がだいぶある。例えば，先ほど私が言った学校を支援するチ

ームというのは，まったく文部科学省の事業である。学校支援本部事業もそ

うだと思うが，全体的に見るとやはり宮城県はこういうことをやりたいとい

うのが出ているという評価はしている。ただ，櫻井委員や委員長の発言は，

確かに大事な指摘だと思うので，そういうところは大事にしていきたいと思

う。感想である。

委 員 長 教育委員会の縄張りみたいなものがあって，その中に入るか，入らないか

というのは難しい話であるが，やはり自分の子どもの将来のために良い教育

を受けさせて，良い学力を身に付けさせたいと思っている人は一杯いるわけ

である。その力をもう少し大きくして家庭での取組だとか，地域の人の取組

だとか，そういうものをどれだけ奮い立たせるかという辺りを考えて行かな

いと，学校を中心にだけ考えていたのでは，なかなか上手くいかない部分が

あるという感じがする。その辺をぜひ学校だけに行かないで地域だとか，家

庭とか，そういうのにどういう目を向けてその気になってもらうのか，それ

から，産業の世界の人達がぜひ教育は大切なんだということを，ちゃんと投

資しないといけないんだという気持ちにさせることをどうするかといったこ

とを，知事部局と離れているので，別だと見ているが実はそうではなく，知

事部局の施策と教育はもの凄く関わっているということを整理したいと思

う。感想みたいになりあまり推進力が無いかもしれないが，教育庁の重点施

策の変遷等は大変な力作であると思う。こういうものを見ながら何をいま取

り組んで行くのかという大きな言葉がゴシックで出てくるともっと迫力が出

ると思う。

（２）県立高等学校図書館司書を図書館専門職員「学校司書」として，現在の公立学校事

務職員から独立させて「司書資格者」の採用を求める請願書について

（説明：教育長）

「県立高等学校図書館司書を図書館専門職員「学校司書」として，現在の公立学校事務

職員から独立させて「司書資格者」の採用を求める請願書について」御説明申し上げる。

はじめに，教育委員会における請願の取扱について御説明申し上げる。

請願については，請願法に基づき，これを受理し誠実に処理することになるが，請願に
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関する教育委員会の規定としては 「教育長に対する事務の委任等に関する規則」があり，，

この規則では「請願及び陳情を採択すること」は委任されておらず，それ以外の事務は，

教育長に委任されているところである。

従って，採択する場合は教育委員会の議案とすることになるが，これまでの教育委員会

， ， ， ， ，の方針を維持 推進する必要があるもの または その対応を検討中のものなどで かつ

その請願が，教育委員会の決定事項に関わるなど，重要なものと認められる場合は，教育

長報告とさせていただいている。

それでは，請願説明に入らせていただく。

まずはじめに，２００８年１月３１日付けで，宮城県高等学校教職員組合執行委員長及

び司書部長から請願書が提出されたので，その内容等について御報告申し上げる。

資料は，１ページから６ページまでとなる。

請願の趣旨は，学校図書館専門職員として，公立学校事務職員から独立させて「司書資

格者」の採用を求めるというものである。

「学校司書」については，現在学校事務職員を充てているが，これは限られた職員定数

の中，図書館事務も学校事務の一つとして，柔軟な職務分担を可能としておくことが，各

学校の実情に応じた適切な学校運営を実施する上で重要であること，また学校事務職員全

体の資質向上を図るためには，図書館事務を含む様々な職務を経験させることが重要であ

ることから 「司書資格者」の独自採用は行っていないところである。，

この件については，請願者と以前より組合交渉等において話し合いを続けているところ

であり，今後とも理解が得られるよう，真摯に話し合いを継続してまいりたいと考えてい

る。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

小野寺委員 この問題であるが，いろんな状況があるのだと思う。ただ，いま教育長の

報告のとおり組合との話し合い事項となってきているのではないかと思う。

だから，そういう中でやはりいろいろと改善策等について話し合って来たと

思うがどうか。

総 務 課 長 この件については，以前から組合と交渉しており，話し合いもしている。

また，いま専任の職員については，教育長が報告した理由により難しいとい

う話を申し上げているところであるが，併せて職場環境の兼務の問題とか等

も少しでも改善すべく話し合いを継続している状況であるので，今後とも誠

実に対応してまいりたいと考えている。

佐々木委員 例えば，事務職員の定数とか，先生方の数ということについて詳しいこと

は分からないので，その辺はやはり予算とか，教育職員の規模とか，いろい

ろあると思うが，やはり図書館というのは文化だと思う。やはり，図書館の

司書というのは大事な文化の担い手で，学校の教育の中で子ども達にそうい

うものの大切さを教える重要な責任を持っている職業だというふうには思
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う。であるから，そういう方が十分な職業的な充実感とやりがいを持って仕

事ができるような環境をできるだけ取れるような方向で対応していただきた

いと思う。一つの大事な文化の担い手だと考えて対応していただきたいと思

うので，よろしくお願いしたい。

委 員 長 基本的には，細かなことをここでなかなか議論できないので，いま教育長

報告にあったとおりしっかり話し合っていただき，基本的な姿勢としては，

佐々木委員が発言したことで具体的に進めていただきたいと思う。

本離れが大分進んでいるので，興味をどうやって持たせて行くのか，もっ

と小さい時からたぶん必要だと思うが，子どもの本離れが進まないためにど

うするか考えていただきたい。

総 務 課 長 学校図書館の重要性については認識しているところであり，そういう意味

からも組合の請願書にもあるとおり別枠での採用はしていないが，専任を置

いているところである。理由については先ほど説明しているので，省略する

が，例を挙げると請願書にもあるとおり兼務発令というか，学校事務を手伝

っているという実態の話もあるが，基本的には図書事務でなくとも多忙の際

には手伝うこととなっており，支援自体は否定するものではないが，ただ，

やはり本来の図書業務に影響があるような支援では好ましくないので，これ

までも現場の方にはその旨周知をしているが，４月の異動もあるので，改め

て周知徹底をしたいと思っている。これについては，組合の方にもそのよう

にさせていただくということで話をしているところである。このような形で

就労改善を進めてまいりたいと考えている。また，新しく着任する方には研

修等を通じて，より図書館業務が円滑になるように進めてまいりたいと考え

ているので，御理解願いたい。

（３）高校普通科の通学区域に関する請願書について

（説明：教育長）

「高校普通科の通学区域に関する請願書について」御報告申し上げる。

２００８年３月５日付けで，学区制を考える県民の会から「高校普通科の通学区域に関

する請願書」が提出されたので，その内容等について御報告申し上げる。

資料は，７ページから８ページまでとなる。

請願の趣旨は，第１に，県立高校の学区撤廃方針を凍結すること。第２に，改めてアン

ケート調査を実施すること。第３に 「県立高等学校将来構想審議会」での県立高等学校，

のあり方に関する総合的な構想の策定の結論を踏まえ，再検討することである。

なお，こちらに置いている４６，３６０筆の署名は，昨日同趣旨で提出されたものであ

る。

学区の撤廃について，県教育委員会では，入学者選抜審議会からの答申はもとより，意

識調査や意見聴取会などでの県民の方々の考え方も踏まえ，学区の撤廃に伴い懸念される
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事項も含め慎重に検討した結果，昨年３月，生徒が自らの進路希望や学ぶ意欲に基づき，

より主体的に学校を選択できるよう制度を改正することが適当と判断し，全県一学区とす

ることを決定した。現在，周知広報や高校情報の発信などの取組を進めてきているところ

であり，今後とも，魅力ある学校づくりの一層の推進及び生徒が適切に学校を選択できる

環境の整備充実に積極的に取り組み，全県一学区への円滑な移行を図ってまいりたいと考

えている。

平成２０年度における取組については，本日の課長報告（１）で御説明申し上げる。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

委 員 長 これは決めてから間もないことであり，しかも実施されていない。それで

請願者が指摘しているようなことについても，たぶん先に検討されており，

別の理由でオーケーとされて決まったんだろうと思う。その辺の細かいとこ

ろが見えないところで議論することはとても難しいわけである。もう少し細

かく中身を見て見ないといけないと思う。

もう一つは，こういう請願が出てきたということは，当時パブリックコメ

ントみたいなこともやっているのだが，周知徹底されていなかったか，上手

くやられていなかったということで反対の意見があるということであろう。

こうした声というのは，選挙等の時にも出てくるようにいろんな立場でい

ろんな意見が出てくるから，Ａグループの人達の意見がこうだから，そこに

簡単に変えるということにはたぶんなかなか行かない。そのために，先般の

検討委員会というものがあったのだろうと思う。そこでの結論というのを少

しこういう意見と比較整理して見てもらわないと我々はなかなか議論しにく

い。送られてきているものの中で，教育産業が競争をあおり立てているとい

うことは確かに心配であるので，じゃあそういうことについてはどうするの

かとかといったこともたぶん議論しないといけないし，それを直接的に一学

区と関わっているのかといういろんな方の見方が出てくると思う。

， 。小野寺委員 これは事前に資料を送付していただき 各委員も御覧になっていると思う

私もいただいて三つぐらいの視点から考えてみた。一つは，入学者選抜審議

会の答申を受けて懸念される事項を整理して多面的に議論を重ねてきたつも

りだが，それでこういう結論が出たと思う。まず方向を決めた時から１年経

って，その時と比べて状況が大きく変わっているかどうかだと思う。二つ目

は，教育長の発言にもあったが，去年の４月から全県一学区に向けた取組が

始まっている。今年も予算化している。一つは，魅力ある高校づくり，それ

から適正に生徒が選定できる高校づくりと周知も行っている。三点目は，仮

に一時ストップして考えようと言った時，中学生，いまの中学校一年生はも

う分かっており，むしろ混乱とかを及ばさないか，あるいは高校も一生懸命

。 。取り組んでいる 高校に対してマイナス影響を与えるのではないかと考えた
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そうすると，なかなか一時ストップするということは難しいことだなと判断

する。やはり，全県一学区に対する懸念される事項については，パブリック

コメントとか意見聴取会でもいろいろあり，ここでもいろいろ問題点を整理

。 。 。して議論した それで結論が出た 仙台一極集中の問題が大きかったと思う

それを私は事務局が出した資料があり，地方の学校がだいぶ地方に向いてい

るという話も聞いた，それから他県の事例も参考にした。私はこの３点から

過度の集中は起きないのではないかと考えた。これはもちろん予測なので，

どうなるか分からない。そういう点からその問題については，そう判断した

と思う。私はだから懸念される事項や今回の請願で心配されているようなこ

とについては，やはり施策の中とかで対応していくことだと思う。そういう

， ， 。ことをもう少し具体化して 整理していくことだと理解し 受け止めている

委 員 長 私もいろいろと心配事項というものは考えていかなければいけないと思

う。それを調べた人の判断というものはその判断であるので，こういうこと

を心配しているというのは，本当に心配かどうかをしっかりチェックする必

要があると思う。その辺を少し事務局で整理していただけないか。言われて

いる内容と計画をつくった時点でもまったくそういうことを考えなかったと

小野寺委員 いうのは少し損亡だと思う。

委 員 長 失礼であるが，議事録等に記載されているので，見ていただきたい。

単純な比較表にでもして貰うとありがたいなあという希望である。今後の

長期計画を策定する際にもしっかり広報していくということが重要になって

小野寺委員 くると思う。その辺の参考にはなるかと思う。

４万４千の署名の重みというものも当然あると思う。三つの視点について

話したが，自分としてはそう考える。だから今後の取組の中で心配されるこ

委 員 長 とにきちっと対応していって少なくしていくことだと受け止めている。

請願で御指摘の心配事項について，どんなふうな施策としていま取り組ん

でいるのかという点について説明していただき，次の時あたりにでも議論す

ることでよいか。

（４）特別支援学校に勤務する妊娠者に対する代替配置を要求する請願書について

（説明：教育長）

平成２０年２月２０日付けで，宮城県高等学校教職員組合執行委員長他から「特別支援

学校に勤務する妊娠者に対する代替配置を要求する請願書について」が提出されたので，

その内容について御報告申し上げる。

資料は，９ページから１９ページまでとなる。

請願の趣旨は，県内の特別支援学校に勤務するすべての妊娠者に対し，妊娠判明時から

代替を配置し勤務の軽減を図るよう求めるものである。

その理由としては，特別支援学校においては，介助等母体に大きな負担がかかる業務が
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多いこと，多動傾向の児童生徒の支援や突発的な動きへの対応が求められることなどを挙

げている。

県教育委員会としては，これまで各特別支援学校において，他の職員による支援体制の

確保など妊娠者の負担軽減に努めてまいった。

また，体育を担当する教員が妊娠した場合には，体育の実技指導が母体に与える影響が

大きいことから非常勤講師を配置し，勤務負担の軽減を行い，健康確保を図っている。

今後とも，妊娠者の勤務負担の軽減に向けた各特別支援学校の取り組みを促進するとと

もに，特別支援学校において，非常勤講師の配置基準を見直し，配置の拡大を図るなど，

妊娠者の健康確保に努めることとしている。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

佐々木委員 やはり妊娠している方にそのような措置をとるということは必要なことだ

と思う。特別支援学校というのは，教育する先生方にとっても特殊な技術な

り，配慮なりが要求される特別職なのではないかと思う。それが，例えば，

先生が妊娠しました，ではすぐ判明した月から，すぐどなたかを他の代替の

教員にしましょうというのが可能な職種なのか。

教職員課長 委員御指摘のとおり特別支援学校における教育指導の在り方というもの

は，小中・高等学校とは違った特別のニーズというものがある。こういった

ことから代替職員の配置という要望を請願の中でいただいている。確かに御

指摘のような人員の確保という点も配慮して検討していかなければいけない

事項なのかなあとは考えている。

佐々木委員 お願いしたいことは，もちろんそういう配慮を十分にするということは必

要なことだと思うが，妊娠は意図してする時と意図しない時がある。私は産

婦人科が専門なのでそれは十分分かっているが，先生方にも特別な専門性が

要求される職に就いているということを十分配慮して，例えば，自分達の生

活のバースプランなりもすぐに自分に誰でも取って代われる仕事ではないこ

とを十分に考えて，自分のプランも立てられるように配慮してもらっている

ような何か，そこに勤める時にお伝えしていたらもっと代替も上手く行くの

ではないかと思う。急に妊娠したから他の人を誰でもというわけにはいかな

いと思う。その辺の上手い交替がお互いに，もちろん十分な配慮はどこでも

当然のことだと思うので，当然の配慮はされると思うが，配慮してもらう人

達もやはりその辺の配慮をしてお互いに譲り合ったらよいのではないかと思

う。

教職員課長 先ほどの委員からの御指摘にもあったが，特別支援学校の教員の承認とい

， ，うものは 小中学校とは別種の特別支援学校の教員免許状というものもあり

その中で障害を持った子ども達の教育的ニーズに対応した教育指導の専門性

というものも当然求められている。一方で，免許制度の中でも当分の間はそ
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れぞれ担当する特別支援学校の学部に応じた小中学校，あるいは高等学校の

免許状を有するものであれば特別支援学校における指導を行えるという免許

制度上の規定もある。そういったことを踏まえながら今後請願でいただいた

要望の趣旨に対して，現在も体育実技を担当している職員に対して妊娠した

段階で非常勤講師を配置させていただく制度も実際運用しているが，その運

用で，また，人員の配置の際にも特別支援学校で活躍いただける方を配置す

べく検討してまいりたいと考える。

小野寺委員 いま課長説明にもあったが，体育代替もやり始めてだいぶ経っている。そ

れに準じるような形でどうなのかなあと思う。教育長報告を伺うと，配置基

準を見直すというふうな非常に前向きな発言に受け取った。だから予算を取

， 。 ，ってやるのか あるいは補正でやるのかと受け取った 回答は不要であるが

説明に対しては非常に前向きな感じで受け取った。佐々木委員が御専門だと

は思うが，体育代替に準ずることが必要だと思う。

教職員課長 冒頭に教育長が報告したとおり，現在の制度においては，体育代替，体育

実技を担当している先生方が妊娠された時に非常勤講師を配置する制度を持

っているが，非常勤講師の配置の基準を再検討し，小野寺委員御発言のとお

り体育実技に準ずるような教員が活動しなければいけない身体を物理的に動

かしていただかなければいけないことが特別支援学校の場合は多いので，体

育実技に準ずるものについては，代替というか，負担軽減の非常勤講師の配

置を来年度から実施できるように考えているところである。

委 員 長 請願についての報告が続いたわけであるが，県議会でも請願の採択の問題

で議員から質問を受けている。教育委員会における請願について気が付かさ

れたわけである。帰ってきてから規則等を見たり，そもそもの請願法で定め

ている枠組みを見たりしたが，請願・採択というのは，まず議会があって，

採択・不採択するというやり取りについては議会の中で決まっている。恐ら

く請願法で言っているのは，知事部局に対しても請願してもよいが，そこに

行った場合には採択も不採択もなく，それを施策にどう反映するのかという

仕組みだと思うが，教育委員会はどうしても仕事を執行する部門であると同

時に議論をして議会のような立場も持つ，そうすると議会では採択をして知

事の方に回せばよいが，ここは回すと自分に回ってきて，お金はどうするの

か等となってしまう。なかなか進め方が難しい。採択する権利は教育委員会

にあるぞという議員の話であるが，なかなか難しいと感じている。これまで

規則の中で採択に関することは教育長に委任していないと言葉で書いてい

る。それはどういう意味・内容なのかを整理しないといけないと思う。少し

事務局の方で他の自治体，県等の内容を参考にして教育委員会に請願が

出た場合の取扱いをどうするのか，採択というのは基本的にはいまやってい

ることはまずいぞ，だから別な方向に行かないといけないよと真剣に考える
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人達が出すもので，出された方の立場としては，いろいろな形で法的にどう

かとか，これまでやってきた行政の枠組みの中でどうかとか，いま決めてい

る規則の中でどうかとか，いろんなところで考えて，それに戻れるか，これ

は無理であるという話を，しかも請願そのものの中で，先ほどのように中止

しなさいというものもあるが，その他にもいろんな言葉が中に入っている。

これはなるほどなあと心を打たれる部分もあるし，そこまではできそうにな

いなあという部分が渾然一体となっているというか，それを我々がどう受け

止めて考えたらよいのかを整理しないといけない。少し事務局の方で検討い

ただき，何か仕事のやり方が悪くて，悪代官が悪いことをやっているので，

もっと上の殿様に陳情してしまえみたいな，陳情というのを認めたのも，そ

ういうことができるよということを認めているわけである。だが，我々が採

択という言葉で言えるのかというとなかなか難しいと感じた。その辺を少し

整理をしていただき，ここでも議論をさせていただきたい。

教 育 長 請願の処理，対応方法については事務局の方で検討させていただきたい。

委 員 長 よろしくお願いする。

（５）宮城県社会教育委員の会議意見書について

（説明：教育長）

宮城県社会教育委員の会議意見書について御説明申し上げる。

宮城県社会教育委員の会議は，社会教育法に基づき設置され，本県社会教育に関し，教

育委員の諮問に応じ，社会教育行政施策に関して提言等を行うものである。

昨年度（平成１８年）の９月に「自然の家の今後の在り方」について答申をいただき，

本委員会に御報告したところであるが，このたびは，自然の家の効果的活用に向けた改善

策の中から 「ボランティア活動の促進と民間との連携強化 「自然の家の評価活動」の２， 」

点にしぼり，答申書に盛り込めなかった具体的な御提言をいただいたところである。

資料は別添の水色の冊子となる。

それでは，２ページをお開き願いたい。２ページから４ページまで 「ボランティア活，

動の促進と民間との連携強化」について述べられている。

具体的には，ボランティア活動には，自然の家の活動を支援する側面とボランティア自

身の生涯学習の側面の両面があることから，それらをふまえた事業の必要性や，ボランテ

ィアが企画する事業や施設運営への参画の推進等が提言されている。

また，環境教育等に関わるＮＰＯや民間企業と，相互のメリットにつながるような連携

を強めていく必要性に触れている。

次に，４ページを御覧願いたい。４ページから７ページまで 「自然の家に関わる評価，

活動」について述べられている。ここでは，自然の家の目標設定について，自然の家全体

で達成すべきものと各自然の家の特性に応じて達成すべきものとに分けた具体的な目標の

設定の必要性等が指摘されている。また，施設利用の経験のない県民への調査等，多様な
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評価方法の導入と評価結果の公表の必要性についても触れられている。

なお，８ページからの資料１は，自然の家の現状から，成果と問題点をどのように把握

し，課題を明確化していったのかを示しており，資料２はその基礎資料となる調査結果で

ある。また，資料３は，昨年度の答申書である。御参照願いたい。

教育委員会としては，昨年度の答申を受けてから，自然の家の機能拡充計画を作成し，

実行可能なものから逐次実施してまいったが，今回の意見書の提言を踏まえて，自然の家

の機能の充実に努めてまいりたいと考えている。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

小野寺委員 本日，泉が岳の記事が新聞に載っており，ボランティア団体が運営して，

キャンプ場は貸与するというものであったが，そういうこととも関連してい

るのか。

生涯学習課長 一昨年の平成１８年の９月に答申をいただき，それを受けて自然の家の廃

止の問題や廃止後の利用の仕方等について協議し，あるいは取り組んできた

ところである。その中で，途中の段階ではあるが，現在の県としての取組状

況に関する報道である。

佐々木委員 これをを拝見して，きちんと皆さんがいろいろな意見を出し合って真剣に

取り組んでいることを初めて知って，むしろ感激している。できるだけもっ

と良い形で活動ができるように支援していけるようなことを期待したい。大

変感心した。

委 員 長 このような施設は，ある時期のある施策によってつくられている。その予

算が国から出なくなると突然動かなくなる。実際は，それを使っている人達

がその活動の重要性を意識して一生懸命やっている。いま公共施設で官業の

民営化が進んでいるが，折角できた気運というものを，こちらでやる施策と

してはお金が無いということで断ち切るのではなく，地元の人達が支えてい

くという動きはぜひ続けられると良いと思う。

９ 専決処分報告

第３１７回宮城県議会議案（追加提出分）に対する意見について

（説明：教育長）

「第３１７回宮城県議会議案（追加提出分）に係る専決処分について」御説明申し上げ

る。

資料は，１ページから３ページまでとなる。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき，平成２０年２月

２５日付けで，知事から意見を求められたので，教育長に対する事務の委任等に関する規

則第３条第１項の規定により平成２０年２月２５日付けで専決処分し，平成２０年２月

２６日付けで異議のない旨の意見を申し出たことを報告するものである。
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予算議案についてであるが，３ページの第３１７回宮城県議会提出予算議案の概要を御

覧願いたい。

教育委員会関係の２月補正予算案の主な内容は，教育職員免許法の改正により平成２１

年４月１日から教員免許更新制度が導入されることを踏まえ，新たに生じる免許管理事務

を円滑に行えるよう，全国規模の教員免許管理システムを開発するための経費や県立学校

における燃料費高騰に対応するための経費などを計上している。

このほか，県立学校校舎改築事業費など、各事業の執行額及び国庫補助金等の確定など

に伴う所要の措置を講ずることにより１６億１８万２千円を減額計上している。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

小野寺委員 良かったと思っていることがある。養護学校の管理経費の燃料代の増額で

ある。養護学校のある方から８時３０分からでないと暖房を入れられないと

いうことはどうなのかと聞かれたことがあった。それで委員会で確認しよう

と思ったが，資料を見て良かったと思っている。今年は特に油が高いので，

そのような気になったのかと思うが，どうか来年度は考えていただきたい。

委 員 長 （委員全員に諮って）了承。

１０ 議 事

第１号議案 教育功績者表彰について

第２号議案 平成２０年度教科用図書選定審議会委員及び専門委員の人事について

第３号議案 宮城県文化財保護審議会委員の人事について

第４号議案 職員の人事について

第５号議案 宮城県教育委員会教育長の任命について

委 員 長 委員全員に諮った上で，第１号議案から第５号議案までについては，非開

示情報が含まれる事項のため，その審議については秘密会とする旨決定。

会議録は別紙のとおり（秘密会のため公開しない 。）

第６号議案 宮城県教育委員会行政組織規則の一部改正について

（説明：教育長）

「宮城県教育委員会行政組織規則の一部改正について」御説明申し上げる。

資料は１３ページから２３ページまでとなる。

まず，１７ページ以降の新旧対照表を御覧願いたい。

今回の改正の内容であるが，１点目は，昨年１０月に策定した「教育事務所の再編につ

いて」に伴い，県北部にある大崎，栗原，登米，石巻の４つの教育事務所の組織の設置形

態及び所管区域が変更されることから，第２０条，第２２条，第２３条，第２４条の２及

び第２５条を整理するものである。

具体的には，設置形態としては 「大崎教育事務所」を「北部教育事務所」と名称を変，

更し，所管区域を現在の大崎圏域に栗原圏域を加えるものである。同様に 「石巻教育事，
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務所」を「東部教育事務所」と名称を変更し，所管区域を現在の石巻圏域に登米圏域を加

えるものである。

また，栗原及び登米の教育事務所については，北部教育事務所及び東部教育事務所の事

務の一部を分掌する地域事務所として設置し，それぞれ，栗原市を所管する「北部教育事

務所栗原地域事務所 ，登米市を所管する「東部教育事務所登米地域事務所」に組織を見」

直すものである。

， ， ， ，２点目は 県立高校の再編に伴い 名称変更 廃止及び新設される３つの高校について

第２６条の表を加除修正するものである。

，「 」 「 」 ，「 」具体的には 第一女子高等学校 を 宮城第一高等学校 に名称変更 矢本高等学校

を廃止するため削除，新設する「田尻さくら高等学校」を加えるものである。

最後に，３点目であるが，この３月で廃止する「泉が岳自然の家」について，第３３条

の表から削除するものである。

なお，この規則の施行期日は，平成２０年４月１日となる。

よろしく御審議を賜るようお願い申し上げる。

（質 疑）

委 員 長 組織が上手く進む仕組みを工夫し，それぞれの教育事務所が上手く動ける

ようフォロー願いたい。

委 員 長 （委員全員に諮って）可決。

第７号議案 教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部改正について

（説明：教育長）

「 」教育長に対する事務の委任等に関する規則の一部を改正する規則の一部改正について

御説明申し上げる。

資料は，２４ページから２９ページまでとなる。

今回の改正は 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」が，

今年４月１日から施行されることに伴い，教育委員会が教育長に委任する事務から除く項

目を追加するほか，教育長が専決することができる事務を追加し，事務の効率化及び迅速

化を図ろうとするるものである。

本議案の内容であるが，お手元の資料の２６ページ及び２７ページの新旧対照表を御覧

願いたい。

まず，第１条第１項各号の規定については，教育委員会が教育長に委任する事務から除

く項目を定めたものであるが，改正後の地教行法により，事務の管理及び執行の状況に関

する点検及び評価の実施が新たに教育委員会に義務付けられ，かつ，当該事務については

教育長に委任できないこととされたことから，当該事務を同項の第９号として加えるもの

である。

なお，この法改正により，当教育委員会においては，学識経験者等からの意見を聴取し

ながら点検及び評価を実施し，その結果を公表及び議会へ報告することになるが，これら
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の具体的な進め方については，別途，のちの教育委員会においてお諮りしたいと考えてい

る。

次に，２７ページを御覧願いたい。公の施設に係る指定管理者の指定及び指定の取消に

ついては，第１条第１項第２３号の規定により教育長に委任する事務から除くこととして

いるが，このうち指定管理者の指定については，地方自治法の規定によりあらかじめ議会

の議決を経ることとされており，かつ，当該議案については，地教行法の規定により教育

委員会の意見を聴くこととされていることから，実際には教育委員会の議決に付す前に，

既に教育委員会の会議において「宮城県議会議案に対する意見について」の中の１つの議

案として審議を受けているものである。実質的に同一議案について２度審議いただいてい

る状態にあり，このため，教育長に専決させることができる事務を定めた第２条第１項各

号の規定に，当該指定に係る事務を第６号として加え，業務の効率化と迅速化を図るもの

である。

よろしく御審議を賜るようお願い申し上げる。

（ ）質 疑

櫻 井 委 員 教えていただきたいところがある。改正地教行法の施行に伴い，教育長に

委任する事務から除くものの追加として「教育委員会の権限に属する事務の

管理及び執行の状況に関する点検及び評価を行うこと」が第１条第１項に加

えられた意図は何か。

教 育 長 教育委員会も評価が大切であるということで，事務の管理及び執行の状況

に関する点検及び評価を行うことが教育委員会の本来の業務として加えられ

た。従来，どちらかというと議会等で，行政事務については，あるいは監査

でチェックされているわけであるが，教育委員会についても情報提供ととも

に評価について非常に大事であろうということで法律改正がなされ，こうい

ったものが追加されたわけである。

小野寺委員 規則の改正の趣旨は，地教行法の改正に伴うものであるが，事務の管理及

び執行の状況に関する点検及び評価については，政策評価の中でまったくや

っていなかったのか。改正の趣旨は，教育委員会の在り方について問題提起

がされていると受け止めている。本県においても改善事項等について，その

辺を意見交換しながら議論を重ねて行く必要があると感じている。

教 育 長 どういった項目を評価するのかについては，文科省からもガイドラインを

示されていないので，これからの問題だろうと思う。どういった項目を評価

するかについては，教育委員会内部でも早期に検討してまいり，委員の皆様

にも御相談しながら決めてまいりたいと思う。

委 員 長 レイマンコントロールという話がいつでも出てきて，教育行政に直接携わ

っていない一般の人が行政について見るということを教育委員会はやってい

るわけであるが，評価等については，テクニカルな問題が出てきた場合に，

しっかりした判断できる資料が無いとなかなか言いにくい。実際の教育行政
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以外の様々な分野から来た人にあるレベルの評価をさせようとする時のシス

テムの検討をぜひお願いしたい。

委 員 長 （委員全員に諮って）可決。

第８号議案 学校教育法施行細則の一部改正について

（説明：教育長）

「学校教育法施行細則の一部改正について」御説明申し上げる。

資料は，３０ページから４０ページまでとなる。

まず，資料の３０ページをお開き願いたい。

， ， ，学校教育法 学校教育法施行令及び学校教育法施行規則の規定に基づく認可申請 届出

報告等の細則については，文部科学省令で定めるもののほか，市町村立の学校に係るもの

にあっては都道府県教育委員会が定めることとされていることから，この細則を定めてい

るところである。

今回の改正は，平成１９年６月に学校教育法等の一部を改正する法律が公布，同年１２

月に施行され，併せて政省令等も改正，施行されたことに伴い，所要の改正を行うもので

ある。

本議案の内容であるが，お手元の資料３３ページから４０ページの新旧対照表を御覧願

いたい。

改正の第１点目であるが，学校教育法及び学校教育法施行規則の改正に伴い，条ずれ等

が生じているので，所要の改正を行うものである。

次に，細則の第１５条についてであるが，３４ページを御覧願いたい。第１５条は学校

等の設置の認可申請等の際に申請書等に添付する書類及び図面に関する規定である。この

うち第１項については，条ずれの改正を行うとともに，字句の整理を行い，表記をより適

正なものに改めるものである。

同条第４号については，個別に記載すべき項目が列記されているが，これらの項目につ

いては市町村の境界や市街の所在など図面によって確認が可能であるもの，風向位など審

査に特に必要のないものもあることから規定を見直し，改正案の第４号及び第５号のとお

り申請書等に添付すべき書類として学校等の位置を示す図面に改めるものであり，これに

より申請者等の事務の負担軽減も図るものである。

なお，第５号については，児童生徒等の健康で安全な環境の確保といった観点から，危

険施設等については，ただし書きのとおり引き続き記載を求めることとしている。

次に，３６ページを御覧願いたい。同じく第１３号においても個別に記載すべき項目が

列記されているが，このうち学校外の消防署の位置などは先の第４号及び第５号の位置図

によって確認が可能であることから，当該部分を削除し，併せて字句の整理を行い，表記

をより適正なものに改めるものである。

よろしく御審議を賜るようお願い申し上げる。

（ ）質 疑
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委 員 長 通学圏という言葉が無くなるのか。

総 務 課 長 通学圏については用語の説明であり，第１５条の改正に伴い削除されるも

のである。

委 員 長 説明不要という意味か。

総 務 課 長 そのとおりである。

委 員 長 （委員全員に諮って）可決。

第９号議案 宮城県教育委員会に属する職員等の自己啓発等休業に関する規則について

（説明：教育長）

「宮城県教育委員会に属する職員等の自己啓発等休業に関する規則について」御説明申

し上げる。

資料は，４１ページから４５ページまでとなる。

資料の４２ページをお開き願いたい。

「地方公務員法」が改正され，職員に自己啓発及び国際協力の機会を提供することを目

的として，職員の自発的な大学等課程の履修又は国際貢献活動を可能とするための休業制

度である自己啓発等休業制度が設けられた。

宮城県においても，１１月県議会において「職員の自己啓発等休業に関する条例」が可

決され，平成２０年４月から施行されることとなったことに合わせて，自己啓発等休業の

承認を申請する際の手続や様式を定める「宮城県教育委員会に属する職員等の自己啓発等

休業に関する規則」を制定し，この法改正等に対応するものである。

なお，この規則は，平成２０年４月１日から施行するものである。

よろしく御審議を賜るようお願い申し上げる。

（ ）質 疑

櫻 井 委 員 今年の４月から新たに始まるものか。それともこれまで何等かの形であっ

て変わってこのようなものになったということか。

教職員課長 新たなものである。平成２０年４月１日から発足する制度である。

櫻 井 委 員 そうするといままでこのようなボランティアだとかをしていた先生方がい

たと思うが，実際はどのようにしていたのか。

教職員課長 この制度については，全職種，あるいは知事部局も含めてスタートするわ

けである。別途，教員については，大学院就学休業制度というのが平成１３

年から制度化されており，教員の方々についてはこれまでもこういった大学

院での就業というのも可能であったが，今回の制度により対象の職種も拡大

していくということとなる。

櫻 井 委 員 このようなものに行きたいという場合，１ヶ月前から申請とあるが，教員

も含めてすべて１ヶ月前で大丈夫か。例えば，担任を決めるとかの時などに

１ヶ月前に行きたいと言われて混乱しないものなのか。教員の制度がどうな

っているのかも含めて教えて欲しい。
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教職員課長 従来から定める手続としてはこのような形となっており，職場内での仕事

の分担であるとか，職場内の人事の在り方というものがあるので，運用上は

できるだけ早目の申し出をしていただくことが望ましいと考えている。

山 田 委 員 休暇の期間の給料の扱いは，有給との兼ね合い等いろいろあると思うがど

うなるのか。

教職員課長 その点についての給与の扱いは無給という扱いとなる。

山 田 委 員 有給との併用はできないということか。

教職員課長 制度の対象としているのは，長期間にわたる大学への就業や海外ボランテ

ィアとなると思うので，有給休暇では日数が対応できない日数になると思わ

れる。

佐々木委員 いわゆる育児休暇と似たような扱いとなるのか。つまり，健康保険とか，

身分とかはどのようになるのか。

教職員課長 制度の導入の主旨・目的という点では，まったく別の主旨で導入されてい

る制度であるが，職を保有しながら，ただし，その期間中は無給で職務にあ

たらなくてもよいという効果を生じるという点においては，育休制度と重な

ると思う。

佐々木委員 つまり同じ身分で職場復帰できるということですね。

教職員課長 そのとおりである。無給ではあるが，その期間は休職期間に入る前の身分

を保有して，期間終了後，職場に復帰できるというものである。こういった

意欲を持った方々が大学での就業などを通じて資質向上，レベルアップを図

っていただけるということを期待した制度である。

委 員 長 （委員全員に諮って）可決。

第１０号議案 指導力不足等教員の取扱いに関する規則について

（説明：教育長）

「指導力不足等教員の取扱いに関する規則について」御説明申し上げる。

資料は、４６ページから５８ページまでとなる。

資料の４７ページをお開き願いたい。

昨年６月に「教育公務員特例法」が改正され，児童又は生徒に対する指導が不適切であ

ると認定した教員に対して，指導改善研修を実施しなければならないことや，指導改善研

修の終了時において，研修を受けた教員の児童又は生徒に対する指導の改善の程度に関す

る認定を行うことが規定された。

これらの認定に当たって，専門的知識を有する者等の意見を聴くことや，事実の確認方

法その他認定の手続き等に関して，教育委員会規則で定めるものとすることが改正法に規

定されたので，従来訓令で定めていたこれらの手続き等に関して，新たに教育委員会規則

で定めるものである。

なお，この規則は，平成２０年４月１日から施行するものである。
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よろしく御審議を賜るようお願い申し上げる。

（ ）質 疑

佐々木委員 指導力不足等審査委員会というのは，非常に重大な役割となると思うが，

どういう方々が委員となっているのか。

教職員課長 こちらの審査委員会については，別途，設置条例で規定しており，また，

２月県議会において設定内容を踏まえて構成内容の議案提案をさせていただ

いているところである。教育公務員特例法においては，指導力不足教員の認

定の過程の中で意見をお聞きするということで，児童等に関する指導等に関

する専門的な知識を有する方，あるいは，県内の保護者の方にその認定にあ

たって意見を聞かなければいけないという法律上の定めがある。これらの方

々について，審査会において委員としてお入りいただき，御審議をいただき

たいと考えている。今回法律の新たな定めがあったので，このような条例の

条文改正についても諮っているところであるが，従来から本県においては，

学識経験者，あるいは，保護者の方，法律家，医学関係者の方等，法律の趣

旨に沿った形で従来から委員に任命させていただいているので，規程の改正

を，今回、法律に合わせてさせていただいているので，実際の運用について

は大きな変更はないと考える。

佐々木委員 第５条に認定要件があるが，主観的な部分とか，いろいろと出てくると思

うので，指導力不足の教員という肩書きが付いてしまうのは，苦しいものが

あるという気がする。その不名誉な称号は一定期間の教育を受けた後は消え

るのか。

教職員課長 今回の規則制定の趣旨としては，教育長報告のとおり，各県においても，

また，本県においても取組を進めていた指導力不足教員に対する研修の受講

等について，昨年の教育公務員特例法の改正により，新たに法律の中で法律

の規定として各県にその実施が求められたわけである。また，その手続につ

いて教育委員会規則で定めるようにという法律の規定があるので，今回提案

したものであるが，法律の趣旨として，児童，または生徒に対して適切な指

導を行うことができない教員に対しては，きちんとした手続を経て認定を行

い，その教員に対して指導力を確保していただく研修を実施するようにとい

うことで，任命権者である各都道府県教育委員会に法律の求めがなされたわ

けである。残念ながら指導力不足教員ということで対象とせざるを得ない教

員については，学校現場においてきちんとした指導が，子ども達に対してで

きない状況があり，それが原因として子ども達の学習環境を損なってしまっ

ているという著しい問題がある場合であって，緊急にそういった方々につい

ては，子ども達に対する学校の教育の責任ということを果たしていただくた

めに一旦学校現場を離れて研修を特別に受けていただいて指導力の回復をし

ていただくということが，やはり学校教育の水準確保のために非常に重要な
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。 ，ものであるということで本県においても取組を進めてきたものである 今回

これが国においても非常に重要な課題であるという趣旨で法律に条項を特段

設け，手続についても委員会規則で定めていただきたいということとなった

ものである。事務局としては，これまで宮城県教育でも進めてきたことにつ

いて，法律の趣旨を踏まえながら来年度以降もしっかりと取組を進めて行っ

て，学校の指導力の確保，あるいは教育環境の整備ということを頑張って行

きたいと考えている。

小野寺委員 要するに中身的には変わっているのか。何か増えたのか，変わっていない

のであろう。むしろ宮城県は指導力不足教員の対応については進んでいると

聞いたことがある。運用等については，どこかでまたやらないといけないか

もしれないが，要するに何ら変わっていないということであろう。

教職員課長 基本的には，これまで訓令で定めている内容を法律の求めにおいて若干の

修正はあるが，改めたものであるので，内容的には変更は無いものである。

佐々木委員 そうするといままでもトレーニングを受けて現場復帰をされて活躍されて

いる先生方が，沢山いるということなのか。

教職員課長 そのとおりである。

委 員 長 何％ぐらいか。

教 育 長 平成１９年度で確か３７名で，２１名が復帰している。４１％である。

佐々木委員 ５４ページの申請書には，どのような方が申請するのか，その所属長なの

か。

教職員課長 申請者は，県立学校であれば学校長，市町村立学校であれば市町村の教育

委員会から申請をいただく形となる。

委 員 長 （委員全員に諮って）可決。

第１１号議案 県立学校の管理に関する規則の一部改正について

（説明：教育長）

「県立学校の管理に関する規則の一部改正について」御説明申し上げる。

資料は，５９ページから６３ページまでとなる。

今回の改正は，学校教育法等が改正されたため，県立学校の管理に関する規則の所要の

改正を行うものである。

また，学校長の特別休暇の専決権について範囲の拡大をするため所要の改正を行うもの

である。

内容については，６２ページの概要版で御説明申し上げる。

， ， ，第３条の２については 学校教育法施行規則の改正に伴い 学校評価を実施したときは

学校の設置者に報告することが規定されたので，県教育委員会への報告について追加する

ものである。

次に，第８条の２及び第８条の３は，学校教育法及び学校教育法施行規則の改正に伴い
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それぞれ条番号が変更されたため改正するものである。

次に，第２８条については，引き続く５日以上の校長の特別休暇の専決権についてであ

る。校長が家族の看護やいわゆる忌引き，夏季休暇等の特別休暇をとる場合には，教育委

員会の承認を必要としていることから教育次長専決事項として承認をしているところであ

るが，事務の効率化を図るなどのため，校長が国内外の運動競技大会に役員等として参加

する場合や，海外視察を行う場合などの一部を除き校長が承認することができるように所

要の改正を行うものである。

なお，この改正規則は，公布の日から施行するものである。

ただし，第３条の２及び第２８条第６項の改正規定は，平成２０年４月１日から施行す

ることとしている。

よろしく御審議を賜るようお願い申し上げる。

（ ）質疑なし

委 員 長 （委員全員に諮って）可決。

第１２号議案 県立高等学校の授業料の減免等に関する規則の一部改正について

（説明：教育長）

「 」 。県立高等学校の授業料の減免等に関する規則の一部改正について 御説明申し上げる

資料は，６４ページから６６ページとなる。

今回の改正は，学校教育法施行規則が改正されたため，県立高等学校の授業料の減免等

に関する規則で参照している条番号の改正を行うものである。

内容については，６６ページの新旧対照表の通りである。

なお，この改正規則は，公布の日から施行するものである。

よろしく御審議を賜るようお願い申し上げる。

（ ）質 疑

小野寺委員 この規則改正については特に無いが，景気がなかなか回復しない中で，授

業料の納付が困難な家庭が増えているとか，あるいは，授業料が払えないた

めに退学したという話も少し聞くが，その辺り簡単でよいので，もし分かれ

ば教えていただきたい。

それからもう一つは，保護者の経済力によって就学が左右される，影響さ

れるというのはあまり好ましくないと思う。特に言われるように経済格差を

生むような仕組みをつくってはいけないと思っている。それで先ほど出た学

区の問題についても経済的に恵まれない生徒に対しても門戸を広げていくの

が，学区制だと思っている。いまいろんな減免に関する規則があるが，それ

が利用しやすいものなのかということ伺いたい。簡単に説明願いたい。

高校教育課長 授業料の減免者の割合であるが，平成１８年度で在籍生徒に占める割合は

９．３５％，全日制の生徒である。平成１９年度の３月６日現在であるが，

９．５８％と少し増えている。定時制に関しては，平成１８年度で
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３１．７２％，平成１９年度の３月６日現在では，３３．８９％である。

小野寺委員 ５年前はどうか。

高校教育課長 平成１５年度に関して申し上げると，全日制で８．２９％，定時制は

２７．３６％となっている。毎年少しずつ増えているという状況である。

小野寺委員 授業料が払えなくて退学したという事例はあるのか。

高校教育課長 現時点で授業料が払えないために退学した生徒の数に関してはまだ集計を

していないが，若干名いるとの報告がきている。

小野寺委員 行政として，生徒が勉強に専念できるような環境をできるだけつくってい

ただきたい。それが大事だと思う。そういうところに宮城で力を入れた方が

良いと思う。

委 員 長 （委員全員に諮って）可決。

第１３号議案 小規模校の再編について

（説明：教育長）

２月の教育委員会において対応方針を決定いただいた「小規模校の再編」について御説

明申し上げる。

資料は，６７ページから６９ページまでとなる。

なお，私からは概要について説明し，詳細については担当課長から説明させる。

まず，資料の６９ページをお開き願いたい。去る２月の教育委員会定例会において御審

議を賜り，南郷高校及び鶯沢工業高校への対応方針を決定いただいたところである。

この決定を受け，両校に係る対応案を美里町及び栗原市に対して説明し，両市町から対

応方針について了承する旨の回答をいただいた。

事務局としては，今般の地元市町からの回答を踏まえ，前回の対応方針のとおり，南郷

高校については，小規模校の再編基準を適用することとし，鶯沢工業高校については，再

編を実施することに決定したいと考えている。

鶯沢工業高校の再編案については，資料の６８ページに記載のとおりである。

概要については，以上のとおりである。詳細については，担当の高校教育課長から説明

させる。

（説明：高校教育課長）

まず，資料の６９ページをお開き願いたい。

資料には，前回の教育委員会での決定を受け，その後の経過について記載している。

まず，２月１３日に，美里町に対して対応方針を説明した。続く２月１５日には，栗原

市に対して説明している。

また，２月２０日に岩ヶ崎高校関係者に対して，翌２１日には，鶯沢工業高校関係者に

対して，対応方針の説明を行ってまいった。

その後，２月２６日に美里町から，そして３月３日には栗原市から，それぞれ文書によ

り，対応方針に同意する旨の回答をいただいた。特に，栗原市からは，附帯意見として，
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「岩ヶ崎高校関係者に十分説明をした上で、再編を進めてほしい」との意見が表明された

ところである。

これを受けて，岩ヶ崎高校関係者に対して，３月１１日に２回目の説明を行った。その

際にも，再編の後の学校運営などについて心配であるとの御意見をいただいており，今後

も，丁寧に説明をしてまいりたいと考えている。

これまでの経過については以上である。

次に，具体的な再編案を６８ページに記載している。

県立高校将来構想における考え方を踏まえ，地域における今後の生徒減少，専門学科の

人材育成・確保の必要性，地域における学科バランスや地理的条件に加え，地元栗原市の

意向等を総合的に勘案し，鶯沢工業高校については平成２１年度に岩ヶ崎高校と再編する

というものである。

具体的には，岩ヶ崎高校に工業に関する学科を１学級増設し，再編後の岩ヶ崎高校の学

科構成を，１学年普通科３学級，工業系学科１学級の計４学級とする。

また，再編により必要となる施設設備については，現在の鶯沢工業高校を活用する。

なお，再編後に開設される工業系学科の内容等，残された課題もあることから，今後，

学校関係者と調整してまいりたいと考えている。

一方，南郷高校については，２月２２日付けで美里町から対応方針に同意する旨の回答

があった。これを踏まえ，小規模校の再編基準に沿って対応することとした。

今後とも，入学生徒の確保に向け，学校を支援してまいりたいと考えている。

なお，現時点で合格者は７６名となっており，再編基準の数値に該当しない見込みとな

っている。

よろしく御審議を賜るようお願い申し上げる。

（ ）質 疑

佐々木委員 ３月１１日の岩ヶ崎高校関係者への説明で，将来の再編後の懸念がいくつ

か出たということだが，どんな点を心配されていたのか，主なものを伺いた

い。

， ， 。高校教育課長 ３月１１日には 同窓会の関係者 ＰＴＡの関係者の方々に説明を行った

同窓会の皆様からは，１００％納得とはいかないが，生徒が減る中で理解は

できるという意見を頂戴した。ＰＴＡの関係者の皆様からは，やはり再編後

の学校の運営の仕方，具体的には部活動がどうなるのか，学校行事をどうす

るのか，教室は一緒になるのかどうか等の具体的な再編の中身について，ま

だ決定がされていないということで説明できない部分もあり，再編になった

場合の自分達の子どもさんがいろんな面で不都合が生じないかということで

の御心配，御意見をいただいた。その辺については，しっかり今後説明した

いと考えている。

小野寺委員 新聞でいろいろ報道がされるので，だいぶ心配したところはある。前回も

う少し地元の意向を聞いて，その上で決定するということで今日の場となっ



- 29 -

ている。県の提案も地元の方が受け入れてくれたということだと思う。そう

いうことで接点ができて，認識がなされたと受け止めている。良かったなあ

と思っている。

それで，前にも申し上げたが，生徒数減少への対応だと思う。それから，

高校の地元での役割である。地域の目を持ってやはり生徒を育てなければい

けないということがある。三つ目は，今回，企業誘致が進んでいるという環

境の変化があると思う。そういうことを総合的に判断していけば，折衷的か

と思うが，こう言っては申し訳ないが，一つの選択ではなかったかと思って

いる。統合すればまたいろんな問題が出ると思う。それぞれの岩ヶ崎，ある

いは鶯沢の不満が出るかもしれないが，それは関係者の方々に努力していた

だいて，そして県が必要な支援をしていくということだと思う。また，来年

度から新しい高校の構想策定が始まるわけであるが，今回のことをとうして

教訓とすることが結構あると思う。それをどうか活かしていただきたい。例

えば，今回は報道が優先した，あるいは唐突な提案だというのを見出しでみ

るが，であればどういう手順があったのかと考えたりもする。そういうこと

も含めて今回出たことを検討・吟味して４月からの委員会に活かしていただ

きたい。やはり宮城県の高校生の意欲が湧くような構想を策定していただき

たい。

委 員 長 （委員全員に諮って）可決。

１１ 課長報告等

（１）県立高等学校通学区域の全県一学区に係る周知・広報に関するアンケート調査及

び平成２０年度の取組について

（説明：教育企画室長）

はじめに，教育企画室から「全県一学区に係る周知・広報に関するアンケート調査結果

について」御報告申し上げる。

資料を御覧願いたい。

平成２２年度から実施する県立高等学校通学区域の全県一学区への移行について十分な

周知を図るため，実施初年度に高校生となる現在の中学校１年生とその保護者向けにリー

フレットを作成し，平成１９年６月に県内全ての国公立中学校２２０校に配布し，周知・

広報について依頼していたところである。

各中学校におけるこれまでの周知等の取組状況を把握し，今後の取組の参考とするため

に，これらの国公立中学校を対象に全県一学区に係る周知・広報に関するアンケート調査

を，平成１９年１１月３０日から１２月２０日にかけて実施した。アンケートには，全て

の対象中学校が回答し，回収率は１００％であった。

２ページの問１を御覧願いたい。リーフレットの配布状況については，２１７校が「既

に配布した」と回答した。
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配布時期については，１９２校が昨年６月又は７月に配布している。残りの２５校は，

「９月から１２月に配布した」とのことである。また 「まだ配布していない」と答えた，

３校においては，アンケート実施中であった１２月に予定していた「保護者会等で配布す

る」と回答している。

リーフレットを配布した機会については，約６７％が「学活等で直接生徒に配布」して

おり，約３０％が「保護者会，二者面談，三者面談等において配布」している。

３ページの問２を御覧願いたい。８４％の学校において 「リーフレット配布以外にも，，

保護者会，学年だより，三者面談等の機会を捉えて生徒及び保護者に全県一学区について

伝えた」と答えている。

次に，問３を御覧願いたい。保護者からの質問については，１５％の学校において「質

問があった」と答えている。

質問及び要望の主な内容は，記載のとおりとなっている。

今後，こうした質問に対して，各中学校で円滑に対応していただくためにも，中学校向

けのＱ＆Ａを作成し，配布したいと考えている。

４ページの問４を御覧願いたい 「リーフレットの内容について，改善すべき点がある。

か」という質問に対しては，８５％の学校が「ない」と答えている。

なお 「改善すべき点がある」の主な内容については，御覧願いたい。，

次に，問５であるが，全体の６４％の中学校が 「全県一学区に向けての進路指導を行，

った，又は今後行う予定がある」と回答した。既に行った進路指導の内容としては 「制，

， 」度が変わるということを念頭において 進路や学習について親子で話題にしてほしいこと

「希望の実現に向けて１年次から計画的に学習の準備を行うよう，保護者会及び学活で話

した」などがあった。

このほかに，問６であるが，全県一学区の周知・広報についての学校から県教委に対す

る意見として 「できるだけ詳しい情報提供をお願いしたい 「県内公立高校の基本データ， 」

を集めた冊子を配布してほしい」などが寄せられた。

中学校に対しては，今年度中に，来年度の県教委で実施する周知・広報や高校情報の提

供に関する計画をお知らせするとともに，来年度の新たな中学１年生，２年生への周知・

広報について依頼したいと考えている。

次に，教育委員会ウェブサイト内の全県一学区関連情報へのインターネットアクセス状

況について概要を説明する。５ページを御覧願いたい。

平成１９年６月に教育企画室及び高校教育課のホームページに，全県一学区関連の情報

コーナーを設置した。これ以降平成２０年２月２５日までのアクセス状況を集計したとこ

ろ，インターネットによる教育委員会ウェブサイト内の全県一学区関連情報へのアクセス

は，１０，５２５件であった。内訳を見ると，最もアクセスが多かったのは，中学１年生

。 ，とその保護者向けリーフレットの電子ファイルである ２番目にアクセスが多かったのは

一日体験入学日程一覧へのリンク等を掲載した全県一学区に向けた高校情報のページであ

った。３番目は，平成１９年３月２８日に教育委員会で決定した「県立高等学校通学区域
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の見直し方針」とその対応策の電子ファイルであった。これらには，いずれも１，０００

件を超えるアクセスがあった。インターネットによる広報については，今後とも内容を充

実させて継続していくとともに，リーフレットなどによる広報を行う際にも，このことが

伝わるようにしていきたいと考えている。

以上のとおり御報告申し上げる。

（説明：高校教育課長）

続いて，高校教育課より，先のアンケート結果を受け，全県一学区に係る平成２０年度

の取組について御報告申し上げる。資料５ページを御覧願いたい。大きく３点ある。

まず１点目は，制度についてのきめ細かな「周知・広報」についてである。平成１９年

， ，度と同様に 県内全ての中学１年生及びその保護者向けのリーフレットを５月には作成し

中学校を通じて配布し，同時に中学校及び市町村教育委員会等に向けたポスターも作成す

る。また，県教育委員会ホームページ上での情報発信に加え 「県政だより」や県教育委，

員会広報「プラネット 「県政ラジオ」により，全県一学区に向けた様々な対応策の内容」，

を広く県民に周知するよう計画している。

２点目は 「高校情報の積極的な発信」である。平成２０年度新たに行うものとして，，

高校ガイドブックは，平成２２年度の全県一学区実施の当該学年となる県内の全中学校２

年生の各学級に配布する。合同相談会は，高校の教育内容等について高校教員が個別に中

学生・保護者との相談に応ずる機会を設けるために，仙台会場を始めとして県内５地区で

実施するものである。また，高校教育課からの「メールマガジン」も引き続き充実を図っ

てまいる。さらに，県立高校の「ホームページによる情報発信」を充実させ，さらに，県

立高校で実施している「オープンキャンパス（体験入学 」については，その計画一覧表）

を事前に高校教育課のホームページに掲載する。また，教員対象の入試事務説明会で各高

校が説明するとともに，中学校からの求めに応じて各高校が中学校に出向いて行う「出前

説明会への協力」など，高校情報の積極的な発信を通じて，中学生の進路選択を支援して

いくよう考えている。

３点目は 「魅力ある高校づくりの一層の推進」である。，

学校独自の企画による特色ある学校づくりをねらいとして今年度から実施している「個

性かがやく高校づくり推進事業」は，今年度指定校８校に新たに５校を追加し，平成２０

年度は１３校に拡大し継続していく。また，県内各地域の進路指導の拠点校１１校を支援

する「進学指導地域拠点形成事業」を継続し，大学進学達成率の向上をめざす。さらに，

職業観，勤労観を育み，就職の内定率向上を目指す「職業観を育む支援事業」に係る就職

推進校３校，さらには，就職支援校１２校についても平成２０年度継続していく。

以上，全県一学区による学校選択幅の拡大に伴い，各校の特色ある学校づくり及び県教

育委員会の取組が，様々な機会でこれまで以上に中学生及びその保護者の熱い注目を集め

ている状況を十分に踏まえ，全県一学区が円滑に導入されるよう，制度についての周知・

広報，高校情報の積極的な発信及び魅力ある学校づくりの一層の推進の３点について，一
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体化して実施する。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

櫻 井 委 員 周知をする場合に，できれば入学式で校長先生の口から話していただきた

いということを言った覚えがある。リーフレット配布以外の手段でどのよう

な手段で周知したかという質問の答えを見ると，入学式というのは，その他

の最後の方に少し出てきており，たぶん少ないのだろうと思う。あと新入生

の保護者説明会と入学式，あと卒業式の３点だけが確実に保護者が，忙しい

保護者でも出席できるチャンスなのでと言ったと思う。そう言ったにもかか

わらず，このように校長先生の口から説明が無かったというのは，もしかし

， ，て校長先生自身がまだ不安を抱いているとか あと現場の先生方の声なのか

今後 「全県一学区」について御意見・御要望がありましたらというところ，

に，教員に対する事前研修についてとあるが，現場の校長先生や教職員の先

生方の反応というか，まだ，さあ周知して頑張ろうというふうになっていな

， ， ，いのか それともこれからやろうというふうに また４月に入学式もあるし

その熱意というものはどのような感じてあるのか，教えていただきたい。

教育企画室長 昨年の入学式，あるいは新入生保護者説明会というものについては，方針

が決定されたのが，３月２８日ということもあり，すぐに私どもとしては，

その方針について中学校の方にお知らせをして周知をお願いしたいというこ

とで通知をしたところであるが，なかなか入学式でお話をするという状況に

はなかったのかと思う。こちらとしてもリーフレットを昨年配布したのが６

月ということで，１学期中にはしっかり伝えて欲しいということ，あるいは

１学期中に保護者が集まる時に，学年だより等で伝えて欲しいと改めてお願

いしたところである。１００％ではないが，いろんなところで取り組んでい

ただいていると考えている。

来年度に向けてということで，説明でも申し上げたが，今年度中に，また

新しい中学校１年生，あるいは２年生に対して周知・広報をよろしくお願い

したいというお知らせ，また，来年度はこんな取組を県教委の方でやります

というものも併せてお知らせしたいと思っている。また，来年度の校長会と

か，集まる機会に御説明をさせていただきたいと思っているところである。

櫻 井 委 員 前にもお話ししたが，中学生というのは，リーフレットを貰っても家に到

達しない例が非常に多く，保護者会というのはいま平日に行われることが多

いので，仕事を持っている親は行けない，ということを考えるとやはり校長

先生なりの口からというのが，非常に確実に伝わるということを，いま３月

であり，入学式は来月であるので，お願いしたい。

もう一つ，現場の先生方や校長先生の一学区制に対する疑問のような声は

ここには記載されていないが，出てこないのか。このようなことを教えても
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らいたいというような場の雰囲気を教えていただきたい。

高校教育課長 昨年，すべての中学校の校長先生ではないが，それぞれの地区で中学校の

校長先生，あるいは地教委の教育長さん，それから教育事務所長さんに，す

べてではないがお会いして，全県一学区になるということ，それから来年度

に県内５地区で説明会，相談会を持ちたいということで相談にまいった。そ

の際，お会いした先生方のお気持ちとしては，やはり全県一学区になってど

ういったところにまず気を付けなければいけないのか，何よりも地域の生徒

を地域で育てるにはどうしたらよいのかということでかなり大きな心配をさ

れていた。高校教育課としては，そういった各地域で地域の中学生が地域の

高校に入って，十分進学でも就職でも自分の希望する進路が達成できるんだ

という高校づくりをこれからもして行くし，そのための広報を２０年度に重

点的に行うと申し上げた。そういったところで，関心は極めて高くなってい

るというふうに実感を持っている。

佐々木委員 説明会というか，これからの活動についてであるが，最初の時にお話しし

たかもしれないが，各学校からの進路指導ということも大事であるが，非常

に大きく制度が変わる時期なので，全県くまなくというのは難しいかもしれ

ないが，各地域に教育委員会が直接赴いて，一緒に，例えば，このような合

同説明会の時でもよいが，やはり，現場の生の声や疑問に答えて，直接伺っ

てくるということが，校長先生から説明してもらうというのではなく，直接

行って保護者の方に説明させていただくとか，そういう姿勢を持っておくと

いうのは，大事なのではないかと思う。校長先生から説明してもらう，各地

， 。の教育委員会から説明してもらうというのでは 逆に私であれば不安に思う

こういう大事なことを進めていく時にどなたかに頼んでというか，クッショ

ンを置いて行うのではなく，直接，県の教育委員会からまいったということ

で少しだけでも説明させていただくとか，直接の声をぜひ聞かせてください

というような姿勢を示しておく必要があると思う。

高校教育課長 ６ページにある「全県一学区に向けた新たな対応」の中の合同相談会であ

るが，これはそれぞれの高校の教員が直接出向いて行き，それに教育委員会

からも直接出向いて相談にのるという体制にしている。であるから学校の教

員だけではなく，県の教育委員会からもそれぞれ何人かずつ合同相談会に出

向いて，直接声をお聞きしながら，相談に対応するということとしている。

佐々木委員 やはりそこは十分強調して表現しておくべきことだと思う。その姿勢がや

はり大事だと思う。

（２）教育・福祉複合施設整備に係るＰＦＩ事業について

（説明：教職員課長）

「教育・福祉複合施設整備に係るＰＦＩ事業について」御説明申し上げる。
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教育・福祉複合施設の整備については，昨年１１月の教育委員会定例会において，事業

手法としてＰＦＩ事業を活用し整備すると御報告申し上げたところであるが，この度，Ｐ

ＦＩ事業実施に係るアドバイザリー業務を民間の専門機関である「みずほ総合研究所」と

委託契約を結び，今後の事業推進に係る助言などを得ることとした。

現段階で想定しているＰＦＩ事業の概要であるが，施設の設計・建設と完成後の維持管

理業務を民間事業者に委ね，その期間は１８年間を想定している。

また，ＰＦＩ法に基づいた事業実施手続きとして 「実施方針の策定・公表 ，次に「特， 」

定事業の選定」を行った後，施設の整備と維持管理を行う民間事業者を募集・選定の上，

全事業期間にわたる事業契約を締結することとなる。その各段階において，みずほ総合研

究所から専門的な助言などの支援を受け，さらに，外部有識者からなる県民間資金等活用

事業検討委員会での審議を得て，透明性・公平性及び競争性に配慮しながら，事業の推進

を図り，併せて，公表などを適切に行うこととしている。

今後のスケジュール見込みであるが，４月以降の実施方針の策定・公表から始まり，平

成２０年度末までに民間事業者と契約の上，平成２１年度から民間事業者による設計・建

設を経て，平成２４年度から施設の供用開始という予定にしている。

， ， 。なお 各段階において 進捗状況やその内容を教育委員会に御報告したいと考えている

最後になるが，先に行ったＰＦＩ導入可能性調査に対して，日本共産党宮城県議団から

昨年の１２月３日に情報開示請求があり，この請求に対し部分開示決定を行ったところ，

今年の１月２５日に異議申立てがなされたため，県情報公開条例第１４条第１項の規定に

より，２月２５日付けで県情報公開審査会あて諮問し受理されたところである。今後，県

情報公開審査会での調査審議において，部分開示理由や考え方を説明する予定である。

部分開示とした理由についてであるが，ＰＦＩ事業の実施においては，客観性や透明性

の確保を図ることが重要であるが，その一方で，民間事業者の競争性を確保しつつ，民間

の優れた提案を引き出し，可能な限りの経費節減を得ることも重要な視点である。そのた

め，県で想定しているコスト削減率，資金調達金利，事業の収益率，建物の配置案などを

事前に明らかにすると，県が期待している水準以上の提案がなされない可能性があり，ま

， ，た 民間事業者間の競争によるコスト削減の効果も十分に働かないおそれなどがあるので

ＶＦＭの程度（金額及び率）の公開にとどめたところである。

なお，情報開示請求に関する一連の事務処理については，教育委員会の規則に基づき教

育長の専決処分としたところである。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

小野寺委員 質問ではないが，その他に書いてあることであるが，私のところにも膨大

な資料を頂戴した。なかなか専門的なことなので，理解することが大変であ

ったが，いま課長説明のとおり，ＶＦＭ，いわゆる算出根拠の公表について

いろいろあったようであり，県の立場として対応されたと思うが，送付され

た資料を見るとＰＦＩ制度をとる時には透明性の確保が大事ということが書
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いてあった。そういうことも踏まえてこれからのスケジュールが出ていると

思うが，どうか多様な意見を広く聞いて進めていただきたいと思う。

教職員課長 先ほども報告の中で申し上げたが，委員御指摘のとおりＰＦＩ事業を進め

ていく上で透明性だとか，あるいはきちんとした説明を申し上げるというこ

とは大事なことだと思っている。ただ，一方で，事業の効果を高めるという

趣旨から，その時点，その時点で説明の情報の開示の内容については，また

， ，配慮しなければいけない事項というものも一方であるので これまでも法律

あるいは国，県のガイドラインに沿った形で事務局の方でも事務を進めさせ

ていただいているところではあるが，今後もさらにそういった趣旨を踏まえ

ながら適切に処理してまいりたいと思う。

委 員 長 ＮＰＯの法律ができ，その後，何等かの形で役所がやっていた仕事を民間

に開放して，受け止めて行かなければいけないという仕組みができた。最初

にできたのがＰＦＩで，次に指定管理者制度，最近では市場化テストという

ことをやろうとしている。その動きの中にはあるが，宮城県は割合用心深く

てやらないできた。民間の競争をどう育んだらよいのかを見極めないといけ

ないと思うので，いろんな情報を得ながらしっかりやっていって欲しい。仙

台市は，松森で最初相当大問題となったが，その後着々といろんなことをや

っている。財政状況が厳しい時に，あるサービスレベルを保っていくという

意味では検討に値すると思う。皆さんに疑念を持たれないような仕組みでど

うやって進めるのかということに気を配っていただきたいと思う。

（３）平成２０年度宮城県公立高等学校入学者選抜に係る一般入試について

（説明：高校教育課長）

平成２０年度一般入試の実施結果について御報告申し上げる。

お手元の資料の概要をまとめたものにしたがい説明させていただく。詳細については，

４ページ以降の総括表及び一覧表を後ほど御覧願いたい。

１ページをお開き願いたい。

実施校は，全日制課程７８校，定時制課程１３校である。

１の一般入試総括であるが （１）全日制課程では，一般入試の募集定員１１，２６１，

人に対し，

１３，９３５人の出願があり，１３，６９３人が受検し，１０，６５２人が合格した。受

検倍率は，この３年間同じで１．２２倍であった。合格率は平成１３年度以降一番高い

７７．８％であった。

（２）定時制課程では，一般入試の募集人数９５７人に対し，６１３人が受検し，昨年

より０．１ポイント高い０．６４倍の受検倍率となった。その結果，５２２人が合格し，

合格率は昨年比で３．７ポイント上昇の８５．２％であった。

次のページをお開き願いたい。
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２の３％枠については，推薦と一般入試合わせて１１６人合格し，全体の枠の活用率は

４０．４％となり，昨年度よりも７．５ポイント上昇している。

３，４の出願倍率の高かった学区，学校・学科については記載の通りである。

５には，平成２０年度に改編等を行う学校・学科の志願状況を記載している。

注目を集めておりました（１）の男女共学化を行う宮城第一高校であるが，普通科

１４１人の合格者の内，男子９人，女子１３２人。理数科については，４８人合格の内，

男子１３人，女子３５人となった。推薦と合わせての男子の合格者は２５人で，割合は

８．９％であった。

（２）の新設となる定時制の田尻さくら高校は，Ⅰ部（午前の部）で７２人合格となっ

たが，Ⅱ部（夕間の部）は１２人であった。

また，６に記載している，共学２年目の仙台第二高校は，女子が５８人合格と増加して

いる。推薦と合わせての女子の合格者は９６人で，割合は３０％であった。

資料の３ページをお開き願いたい。

， ， ， ，７の これも注目されていた 再編基準の１年目に該当した二校であるが 南郷高校は

一般入試合格者が６４人となり，基準値を１１人上回った。鶯沢工業は，合格者５０人で

あった。

以上が，一般入試結果の概要であるが，定員に満たなかった学校は，８の（３）の日程

で第二次募集を実施する。全日制課程は３３校，４７学科，６４２人募集，定時制課程

１３校，１６学科，４３５人募集で実施する。詳細は，資料の１５，１６ページを御覧願

いたい。

以上のとおり御報告申し上げる。

（ ）質 疑

小野寺委員 再度，ポイントを絞って総括したものを出していだたくとよいと思う。

委 員 長 現在の状況を早く出していただいたと思うが，分析して工夫した資料を出

していただくと意見が出しやすいと思う。

高校教育課長 年度明けに学力検査の結果も含めて分析したものを改めて御報告したい。

１２ 次期教育委員会の日程について

平成２０年４月１６日（水）午後２時から

午後７時５５分１３ 閉 会

平成２０年４月１６日

署名委員

署名委員


